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※  変更のある頁のみを抜粋しています。（頁番号は、変更前の

計画の頁番号と同じです。） 

※  変更箇所は、赤字表示しています。 

 

閲覧用 



 

10 養育支援訪問事業 

児童の養育を行うために支援を必要とする家庭に対し、養育に関する相談、指導、助言な

どの必要な支援を行う事業です。新生児訪問等により養育に不安があるとされた家庭に町保

健師が訪問し、関係機関と連携し家庭環境の把握に努め、育児相談などの支援を実施してい

ます。 

 

〔年間延訪問人数の推移〕 

 単位 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

対象世帯数 世帯 5 6 5 5 

訪問延回数 延回数 7 14 12 18 

 

11 その他のサービス 

 

（１）３歳以上及び第２子以降の３歳未満の子どもの認定こども園利用料の無料化 

認定こども園の利用料について、国の基準に従い、３歳以上児の認定こども園利用料を無

料化しています。また、国の基準外である０～２歳児についても、原則、第２子以降の子ど

もの利用料を無料化しています。 

 

（２）広域入所 

定住自立圏の形成協定した阿南市・那賀町との広域入所可能により、利用者の利便性を図

ります。 

 

（３）子どもはぐくみ医療 

保険適用分の子どもの医療費助成について、満 18歳まで実施しています。 

 

 

（４）ひとり親家庭の入学祝い金 

ひとり親家庭の児童・遺児が小学校・中学校入学時祝い金を贈与しています。 

 

児童１人当たり１万円 

 

（５）出産祝い金 

新生児に対し、下記金額を贈与しています。 

 

第１子 ３万円  第２子 ５万円  第３子 ８万円  第４子以降 10万円 

 

（６）チャイルドシート貸与事業 

希望者に対して、チャイルドシートの貸し出しを行っています。 

 

（７）チャイルドシート購入補助金 

補助金は購入価格の 1/2で、1万円上限に行っています。 
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県補助 中学卒業まで 

町単独 高校卒業まで 一部負担 １レセプト 600円 



 

 

第２節 計画の基本方針 

１ 計画期間の将来推計人口 

小学生以下（０～11歳）の本町の児童人口は、平成 31年に 404人だったものが、令和

６年には 318 380人と５年間で 80 20人弱の減少が見込まれます。 

 

 実績値 推計値  
平成 

29 年 

平成 

30 年 

平成 

31 年 

令和 

２年 

令和 

３年 

令和 

４年 

令和 

５年 

令和 

６年 

０歳 32 28 32 28  26  28  26  24  

１歳 27 34 29 34  29  27  2529  2627 

２歳 41 31 33 31  36  31  2429  2531 

３歳 29 41 32 34  33  37  1732  2430 

４歳 32 28 40 31  36  32  2736  1731 

５歳 33 30 27 38  32  35  2531  2735 

６歳 39 34 30 27  40  32  2935  2531 

７歳 36 41 34 31  28  41  2733  2936  

８歳 34 36 42 34  33  28  4041  2733 

９歳 35 34 36 42  36  34  2528  40 

10 歳 35 34 36 37  45  36  2935  2528 

11 歳 33 33 33 35  39  43  3034  2934 

12 歳 44 32 32 32  37  38  3841  3033 

13 歳 45 39 32 31  34  35  3136  3839 

14 歳 55 43 39 32  33  34  3335  3136 

15 歳 58 55 43 39  34  33  34  3335 

16 歳 57 54 53 41  42  33  32  3433 

17 歳 60 56 55 53  44  42  3133  32 

０～２歳合計 100 93 94 93 91 86 7584 7582 

３～５歳合計 94 99 99 103 101 104 6999 6896  

６～８歳合計 109 111 106 92  101  101  96109 81100 

９～11歳合計 103 101 105 114  120  113  8497 94102 

０～11歳合計 406 404 404 402 413 404 324389 318380 

０～17歳合計 725 683 658 630 637 619 523600 516588 

※平成 29 年～平成 31 年の実績人数は住民基本台帳（各年４月１日）。令和２年～令和６年の推計人口は平成
29 年～平成 31 年４月１日現在の住民基本台帳をもとに「コーホート変化率法」（同じ年（又は同じ時期）に
生まれた人々の集団について、過去における実績人口の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を
推計する方法）で算出した推計値。〈令和４年度の中間見直しにより令和５年～６年までの推計値を修正〉 
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２ 多様な子育て支援サービスの充実 

通番 取組 内容 

6 一時預かり事業の実施 ・保護者の継続的な就労や、疾病や育児疲れの解消等を支援する

ために、認定こども園における一時預かり事業の実施体制を確

保します。 

  * 福祉課 

7 ショートステイ事業（短

期入所生活援助事業）の

実施 

・保護者の疾病や就労、その他身体上もしくは精神上又は環境上

の理由により、家庭で子どもを養育することが一時的に困難と

なった場合に、児童養護施設等で子どもを預かるショートステ

イ事業について、関係機関との連携のもと、委託による実施体

制を確保します。 

  * 福祉課 

8 放課後の子どもの居場

所づくり 

・児童の習い事や、クラブ活動等児童自身のスケジュールの多忙

さにより、児童館のような行きたいときに気軽に行ける自由来

館方式の利用希望が多く、児童館等の施設での子どもの安心安

全な居場所づくりを進めていきます。 

  * 福祉課、教育委員会 公民館 

9 児童館の充実 ・遊びによる発達の助長、児童の集団指導、世代間の交流、子育

て情報の交換等を推進する観点から、定期的なイベントをはじ

め、季節毎の行事、各種相談事業等の充実を図ります。 

  * 福祉課 

10 地域子育て支援拠点事

業の充実 

・子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、子育て等に関する

相談・援助の実施、地域の子育て関連情報の提供、子育て及び

子育て支援に関する講習等の実施等を目的とした地域子育て支

援拠点事業（「ももほっぺ」で実施）の充実に努めます。 

・町広報等による事業の周知と利用を促進するとともに、関係機

関との連携のもと、子育て支援の中核機関としての体制づくり

を進めます。 

  * 福祉課 

11 実費徴収に係る補足給

付を行う事業の実施 

・保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等

に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保

育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する

費用等を助成する事業です。町独自の経済的支援の実施を検討

します。 

  * 福祉課 

12 多様な事業者の参入促

進・能力活用事業の実施 

・新規参入事業者に対する相談・助言等巡回支援や、私学助成（幼

稚園特別支援教育経費）や障がい児保育事業の対象とならない

特別な支援が必要な子どもを認定こども園で受け入れるための

職員の加配を促進するための事業です。今後の事業者等の要望

があった場合に、当事業の実施を検討します。 

  * 福祉課 

 

 

 

 

 

 

32 
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利用者支援事業の実施 

・子育て世代包括支援センターにおいて、妊娠期から子育て期に

おける相談や助言を行い、必要な事業が利用できるよう支援し

ます。 

・関係機関と連絡調整しながら、切れ目ない支援を行います。 

  * 健康増進課 

  
 

３ 子育て支援のネットワークづくり 

通番 取組 内容 

13 養育支援訪問事業の 

充実 

・乳児家庭全戸訪問事業などにより把握した、保護者の養育を支

援することが特に必要と判断される家庭に対して、保健師・助

産師・看護師等が居宅を訪問し、養育に関する相談支援や育児・

家事援助などを行っていきます。 

・認定こども園や地域の関係者と連携し、支援を行っていきます。 

  * 福祉課、健康増進課 

14 子育てに関する情報提

供の充実 

 

・町広報や町ＨＰ、認定こども園、「ももほっぺ」による情報提

供など、多様な方法や機関による情報提供の強化に取り組みま

す。 

・乳幼児健診や育児相談をはじめ、母子保健事業での効果的な情

報提供を行います。 

  * 福祉課、健康増進課 

15 ＰＴＡ連合会補助事業

の実施 

・小中学校のＰＴＡを対象に、ＰＴＡ活動全般に関する研究、会

員相互の親睦、子どもの健全育成活動、教育環境の設備充実に

対する補助を行います。 

  * 教育委員会 

16 子育て支援ネットワー

クづくりの推進 

・「美波町こども支援地域協議会」の代表者会議や実務者会議に

よる連携をはじめ、子どもと家庭への支援を目的とした関係機

関や、地域の各種団体等によるネットワークの強化に取り組み

ます。 

  * 福祉課 

17 子育て援助活動支援事業

（ファミリー・サポート・

センター事業）の実施 

・子どもの預かり等の援助を受けることを希望する人と、援助を

行うことを希望する人との相互援助活動に関する連絡・調整を

行っています。 

・会員の募集、育成、連絡・調整に努めており、会員の確保に取

り組むとともに、町広報等による事業の周知と利用を促進し、

利用・相談しやすい体制づくりに努めていきます。 

  * 福祉課 

18 祖父母世代への子育て

情報・学習機会の提供 

・時代の変化に伴う子育てへの理解を深めるために、祖父母世代

の大人を対象とした子育てに関する学習講座・相談会等の開催

を検討します。 

  * 福祉課 
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４ 子どもの健全育成 

通番 取組 内容 

8 放課後の子どもの居場

所づくり【再掲】 

・児童の習い事や、クラブ活動等児童自身のスケジュールの多忙

さにより、児童館のような行きたいときに気軽に行ける自由来

館方式の利用希望が多く、児童館等の施設での子どもの安心安

全な居場所づくりを進めていきます。 

  * 福祉課、教育委員会 公民館 

9 児童館の充実【再掲】 

 

・遊びによる発達の助長、児童の集団指導、世代間の交流、子育

て情報の交換等を推進する観点から、定期的なイベントをはじ

め、季節毎の行事、各種相談事業等の充実を図ります。 

  * 福祉課 

19 認定こども園地域活動

事業（世代間交流・異年

齢児交流等）の推進 

・小中学校の児童・生徒、地域との交流、高齢者施設への訪問な

ど、各認定こども園が実施する交流活動の充実を図ります。 

  * 福祉課、教育委員会 

20 民生委員・児童委員の活

動支援 

・情報提供や意見交換、研修の機会を充実し、民生委員・児童委

員、とりわけ主任児童委員の活動が円滑に行われるよう連携し

ていきます。 

  * 福祉課 

21 子どもを対象とした相

談体制の充実 

・児童相談所（全国共通ダイヤル）など、子どもを対象とした電

話相談の周知を強化します。 

・こども人権 110 番など、子ども向け人権相談窓口の周知を強化

します。 

・夏休み期間に子ども向け人権相談を開催するなど、人権擁護委

員との連携のもと、子ども本人や保護者を対象とした相談体制

の充実に取り組みます。 

  * 住民生活課、福祉課 

22 青少年健全育成協議会

による活動の推進 

・小学校での防犯教室や、夏休みに児童を対象とした「キッズフ

ェスティバル」の開催、町内巡視活動など、「美波町青少年健

全育成協議会」による子どもの健全育成に向けた活動を推進し

ます。 

  * 教育委員会 

23 子育て家庭への経済的

支援 

・認定こども園の利用料について、国の基準に従い、３歳以上児

の利用料を無料化します。また、国の基準外である０～２歳児

についても、原則、第２子以降の利用料を無料化します。 

・経済的理由により、子どもに義務教育を受けさせることが困難

となった保護者を対象に、就学援助費（学用品費、給食費、修

学旅行費等）を支給します。 

・義務教育修了後の進路選択を支援するため、高等学校通学定期

購入費または宿舎使用料の一部を助成します。 

  * 福祉課、教育委員会 
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６ 子どもの貧困対策 

通番 取組 内容 

8 放課後の子どもの居場

所づくり 

【再掲】 

・児童の習い事や、クラブ活動等児童自身のスケジュールの多忙

さにより、児童館のような行きたいときに気軽に行ける自由来

館方式の利用希望が多く、児童館等の施設での子どもの安心安

全な居場所づくりを進めていきます。 

  * 福祉課、公民館 

9 児童館の充実 

【再掲】 

・遊びによる発達の助長、児童の集団指導、世代間の交流、子育

て情報の交換等を推進する観点から、定期的なイベントをはじ

め、季節毎の行事、各種相談事業等の充実を図ります。 

  * 福祉課 

16 子育て支援ネットワー

クづくりの推進 

【再掲】 

・「美波町こども支援地域協議会」の代表者会議や実務者会議に

よる連携をはじめ、子どもと家庭への支援を目的とした関係機

関や、地域の各種団体等によるネットワークの強化に取り組み

ます。 

  * 福祉課 

21 子どもを対象とした相

談体制の充実 

【再掲】 

・児童相談所（全国共通ダイヤル）など、子どもを対象とした電

話相談の周知を強化します。 

・子どもの人権 110 番など、子ども向け人権相談窓口の周知を

強化します。 

・夏休み期間に子ども向け人権相談を開催するなど、人権擁護委

員との連携のもと、子ども本人や保護者を対象とした相談体制

の充実に取り組みます。 

  * 住民生活課、福祉課 

23 子育て家庭への経済的

支援 

【再掲】 

・認定こども園の利用料について、国の基準に従い、３歳以上

児の利用料を無料化します。また、国の基準外である０～２

歳児についても、原則、第２子以降の利用料を無料化します。 

・経済的理由により、子どもに義務教育を受けさせることが困

難となった保護者を対象に、就学援助費（学用品費、給食費、

修学旅行費等）を支給します。 

・義務教育修了後の進路選択を支援するため、高等学校通学定

期購入費または宿舎使用料の一部を助成します。 

  * 福祉課、教育委員会 

27 子どもはぐくみ医療費

の助成 

・乳児・幼児・児童（18 歳以降最初の 3 月 31 日まで）を対象に、

保険適用分の医療費の全額又は一部の助成を行います。 

  * 福祉課 

28 生活安定に向けた自立

支援の充実 

・母子父子自立支援プログラム策定事業、ひとり親家庭こども自

立支援事業、母子家庭等就業・自立支援センター事業、母子家

庭自立支援教育訓練給付金事業など、県の支援制度に関する情

報提供を強化します。 

・民生委員・児童委員をはじめ、関係機関との連携のもと、相

談体制の充実を図ります。 

  * 福祉課 
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29 経済的支援による自立

支援の推進 

・町広報や各種手続き時に、ひとり親家庭等医療費の助成や児童

扶養手当などの各種制度の周知を行い、ひとり親家庭の福祉の

増進を図ります。 

・父子に対する制度の充実を含め、国や県に対して、制度の一

層の充実を要望していきます。 

  * 福祉課 

30 相談体制の充実 ・県こども女性相談センター等の専門機関と連携して、相談の充

実に努めます。 

  * 福祉課、健康増進課 

87 ヤングケアラーへの 

支援 

・年齢や成長の度合いに見合わない責任や負担を負って、本来、

大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを、日常的

に行っている子どもに対して、関係部署で情報共有し、連携し

て支援を行います。 

  * 福祉課、健康増進課、教育委員会 
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第２節 子どもと親の健康の確保と増進 

１ 子どもと親の健康の確保 

通番 取組 内容 

31 母子健康手帳の交付 ・妊娠届出時には、保健師・看護師が面接して、妊娠中の生活に

ついて情報提供、指導に努めます。 

  * 健康増進課 

32 妊婦健康診査受診票の

交付 

・妊婦健康診査受診票（14 回分）及び多胎児には超音波検査受診

票を交付し、妊娠中の異常の早期発見や健康の保持増進に努め

ます。 

・健診結果に応じて、保健指導を実施します。 

  * 健康増進課 

33 産前・産後サポート、産

後ケア事業の充実 

・妊娠届出時から、母子保健事業の流れについて周知するととも

に、産前・産後サポート、産後ケア事業として骨盤や乳房ケア

などの体のケアや育児相談、ベビーマッサージなどを行います。

育児不安の軽減を図るとともに、子どもを育てていく楽しみが

もてるよう支援します。産前産後ケア事業をとおして子どもを

育てていく楽しみがもてるよう個別に対応します。また、引き

続き他機関からの支援や阿波踊り体操（マタニティ編）、アロ

マテラピー、骨盤ケア、まるまる育児など独自の教室を行って

いきます。 

  * 健康増進課 

34 新生児訪問（乳児家庭全

戸訪問事業等）の充実 

・保健師が新生児を訪問し（乳児家庭全戸訪問事業等）、相談や

指導を通じて健康管理の支援や心配・不安の解消に努めます。 

  * 健康増進課 

35 母子健康相談の充実 ・マーメードくらぶにおいて母子健康相談を実施し、行い身体計

測や子育て相談、栄養相談を行います。子どもの発達や栄養に

ついて学習する場にします。また、母親同士の仲間づくりや、

離乳食学習会などの学習機会を持ちます。 

  * 健康増進課 

36 乳幼児健康診査の充実 ・医師・保健師・栄養士・看護師・歯科衛生士・言語聴覚士など、

多職種のスタッフによる乳幼児健診を実施し、発育や発達等の

確認チェックを行います。 

・関係機関との連携も図りながら、健診実施後のカンファレンス

の充実に努めます。 

・未受診者の把握とともに、フォロー体制の強化を図ります。 

  * 健康増進課 

37 予防接種の実施 ・ヒブ、小児用肺炎球菌、B型肝炎、ロタウイルス（R2.10～）、

四種混合、ＢＣＧ、日本脳炎、麻しん・風しん混合、水痘、二

種混合、ヒトパピローマウイルスの定期予防接種を実施します。 

・受診対象者への通知を行うとともに、未接種者の把握と接種勧

奨を行います。 

・予防接種の広域化など、受診しやすい体制の確保に努めます。 

  * 健康増進課 
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２ 食育の推進 

通番 取組 内容 

40 食に関する学習機会の

充実 

・各母子保健事業をとおして、離乳食の時期から何をどれだけ食

べればいいのかがわかるように、子どもノートを使用して学習

する機会を持ちます。また、実際に必要な食品の量や調理例を

展示する等、保護者の方がイメージしやすい方法で支援します。

テキストとして各母子保健事業をとおして、離乳食の時期から

何をどれだけ食べればいいのか、ということがわかるようにか

かわりを持ちます。また、調理実習や試食をとおして体験する

機会も大切にします。 

・妊娠期から、妊娠中の栄養や子どもの栄養について考えられる

学習機会の提供を検討します。 

  * 健康増進課 

41 認定こども園における

食育の推進 

・認定こども園での給食支援をとおして、また学校給食との連携

によって、子どもの食のあり方について考えていきます。月 1

回の給食検討会においても引き続き食育の推進について考えま

す。 

・給食だよりや給食サンプル、試食会等を通じて、子どもや保護

者に食に関する正しい情報や、生活習慣病予防の周知を行いま

す。 

・給食の地場産物使用率を高め、郷土料理等を取り入れます。 

  * 福祉課、健康増進課 

42 小中学校における食育

の推進 

・学校栄養士や食生活改善推進員による調理実習など、食育学習

の実施や生活習慣の改善に取り組みます。 

・給食だよりや給食サンプル、試食会等を通じて、子どもや保護

者に食に関する正しい情報や、生活習慣病予防の周知を行いま

す。 

・給食の地場産物使用率を高め、郷土料理等を取り入れます。 

   * 教育委員会、健康増進課 
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３ 思春期保健対策の充実 

通番 取組 内容 

43 心の健康支援 ・引き続き小中学校へのスクールカウンセラー、スクールソーシ

ャルワーカーの配置を行い、相談体制の充実に努めます。 

・年 1 回、こころの健康づくり講演会（思春期講演会）を実施し

ます。 

   * 教育委員会、健康増進課 

44 未成年者の喫煙及び飲

酒、薬物乱用の害につい

ての理解促進 

・小中学校での指導強化とともに、県教育委員会と連携し、高校

生への教育も推進していきます。 

・健康づくり事業を活用して、喫煙や薬物乱用の害についての理

解を促進します。 

   * 教育委員会、健康増進課 

45 思春期保健事業の推進 ・発達段階に応じた性教育を各小中学校で実施します。また、中

学生を対象に、性教育の講演会を開催します。 

   * 教育委員会、健康増進課 

 

 

４ 小児医療の充実 

通番 取組 内容 

46 不妊治療に関する支援

制度の普及啓発 

・県や関係団体との連携により、不妊治療支援制度の普及を図り

ます。パンフレットや広報誌などによる広報活動は引き続き行

います。 

   * 福祉課、健康増進課 

27 子どもはぐくみ医療費

の助成【再掲】 

・乳児・幼児・児童（18 歳以降最初の 3 月 31 日まで）を対象

に、保険適用分の医療費の全額又は一部の助成を行います。 

   * 福祉課  

47 医療情報の提供 ・地域住民のニーズの多様化等、医療保健行政は、著しく変化し

ているために、町の広報誌等を通じて随時、国・県からの新し

い情報を住民に提供していきます。 

   * 健康増進課、福祉課 
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第３節 子どもの健やかな成長を目指した教育環境の整備 

１ 次代の親の育成 

通番 取組 内容 

1  保育体験活動の推進 ・認定こども園が行う地域活動事業で、次代の親となる児童・生

徒が園児とふれあう機会（保育体験等）を提供し、生命の大切

さ、思いやりの心を育むとともに、父性や母性の意識の向上に

努めます。 

   * 福祉課、教育委員会 

2  母子保健事業を通じた

子どもを生み育てるこ

との意識の啓発 

・母子保健事業や中学校でのこころの健康づくり講演会を通じて、

対象者の方に、子どもを産み育てることについて考えることが

できるような学習を深めます。 

   * 健康増進課 

25 男女共同参画意識の啓

発【再掲】 

・ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて取り組みます。労働

時間の短縮と育児・介護休業制度の定着に努めます。 

   * 総務課 

 

 

２ 学校教育・幼児教育の充実 

通番 取組 内容 

3  確かな学力の向上に向

けた指導体制の充実 

・指導体制の充実に向けて、県教育委員会との連携も図りながら、

人的配置に努めていきます。 

・研修や交流による教職員の資質の向上を促進します。 

・外国青年招致事業や JETプログラム（語学指導等を行う外国青

招致事業）の活用による外国語指導助手の配置など、国際化や

情報化に対応した特色のある教育課程の編成に努めます。 

   * 教育委員会 

4  豊かな心の育成 ・道徳授業の充実とともに、学校行事や活動の中で道徳的感性を

育てる機会を創出します。 

・町内の清掃活動を通じて、ふるさとの自然の美しさを知り、ふ

るさとを大切にする心を醸成します。 

   * 教育委員会 

5  健やかな体の育成 ・スポーツを通じて、仲間と目標に向かって粘り強く、やり遂げ

る力を身につけるための体力・気力の向上に努めます。 

・学校教育における教科体育や部活動の充実に向けて、人員指導

員の確保に努めます。 

・休日の運動部活動の地域移行を推進します。 

   * 教育委員会 
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第４節 支援が必要な子どもと家庭への取組の推進 

１ 虐待防止対策の充実 

通番 取組 内容 

61 子どもの人権や児童虐

待防止に関する啓発活

動の推進 

・公共施設窓口に冊子やポスターを掲示し、啓発活動を行います。 

・中学校までの全児童に対し、周知チラシ等を配布していきます。 

   * 福祉課 

62 子育てに関する正しい

知識の普及と虐待の早

期発見の推進 

・妊婦ノート、子どもノートなどの学習教材をもとに、保護者と

学習できる機会をつくります。子どもの発達について理解を深

め、子育ての楽しさを感じられるようなサポートも大切である

ため、関係機関や地域でのサポート体制も考えながら支援して

いきます。 

   * 福祉課、健康増進課 

13 養育支援訪問事業の充

実【再掲】 

・乳児家庭全戸訪問事業などにより把握した、保護者の養育を支

援することが特に必要と判断される家庭に対して、保健師・助

産師・保育士等が居宅を訪問し、養育に関する相談支援や育児・

家事援助などを行っていきます。 

   * 福祉課、健康増進課 

63 小学生や保護者を対象とし

た児童虐待・いじめ等の暴

力防止教育の充実 

・体罰によらない子育ての推進、子どもへの暴力防止や人権教育

プログラムの実施など、子どもや保護者、教職員を対象とした

学習機会の充実に努めます。 

   * 教育委員会 

64 こども支援地域協議会

による支援の推進 

・「美波町こども支援地域協議会」における代表者会議実務者会

議の開催に加え、庁内の関係課や関係機関の連携を円滑に行う

ことができるよう努めます。 

・実務者会議を中心に、保護や支援の必要な子どもや家庭への具

体的な支援内容を検討し、早期対応に繋げます。 

・「子ども家庭総合支援拠点」設置を進めるとともに、様々な関

係機関との連携を強化して相談体制の充実に努めます。 

   * 福祉課 

65 ドメスティックバイオレン

ス(DV)防止に関する啓発と

被害者への支援 

・引き続き、各関係機関母子保健事業を通じて、DV の早期発見

を行うとともに、早期対応に向けた関係機関との連携を強化し

ます。 

   * 住民生活課 
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２ ひとり親家庭への支援 

通番 取組 内容 

28 生活安定に向けた自立

支援の充実【再掲】 

・母子父子自立支援プログラム策定事業、ひとり親家庭こども自

立支援事業、母子家庭等就業・自立支援センター事業、母子家

庭自立支援教育訓練給付金事業など、県の支援制度に関する情

報提供を強化します。 

・民生委員・児童委員をはじめ、関係機関との連携のもと、相談

体制の充実を図ります。 

   * 福祉課 

29 経済的支援による自立

支援の推進【再掲】 

・町広報や各種手続き時に、ひとり親家庭等医療費の助成や児童

扶養手当などの各種制度の周知を行い、ひとり親家庭の福祉の

増進を図ります。 

・父子に対する制度の充実を含め、国や県に対して、制度の一層

の充実を要望していきます。 

   * 福祉課 

30 相談体制の充実【再掲】 ・県こども女性相談センター等の専門機関と連携して、相談の充

実に努めます。 

   * 福祉課、健康増進課 

 

 

３ 特別支援が必要な子どもへの施策の充実 

通番 取組 内容 

66 障がいに関する正しい

知識の普及 

・障がいの内容や当事者組織の活動など、多様な情報を提供し、

障がいに関する正しい知識の普及を図ります。 

   * 福祉課 

67 障がいの早期発見・早期

対応 

・医師・保健師・栄養士・保育教諭・歯科衛生士・言語聴覚士臨

床心理士など、多職種のスタッフによる乳幼児健診を実施し、

発育や発達等の確認チェックを行います。 

・関係機関との連携も図りながら、健診実施後のカンファレンス

の充実に努め、障がいの早期対応に繋げていきます。 

   * 福祉課、健康増進課 

68 自立支援及び地域生活

支援の推進 

・「美波町障がい者計画・障がい福祉計画」に基づく訪問系及び

日中活動系サービス、地域生活支援事業の着実な推進を行いま

す。 

  * 福祉課 

69 障害児通所支援の推進 ・障害児通所支援として児童発達支援事業、放課後等デイサービ

ス、保育所等訪問事業を推進していきます。 

  * 福祉課 
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子ども・子育て支援取組一覧表 

  

   

連番 取組 ページ 連番 取組 ページ 

1 認定こども園における通常保育事業の充実 31 
 

  45 思春期保健事業の推進 41 

2 障がい児保育事業の推進 31 47   
 

46 不妊治療に関する支援制度の普及啓発 41 

3 認定こども園での延長保育の実施 31 
 

  
 

47 医療情報の提供 41 

4 
認定こども園におけるサービスの質の向上に

向けた取組の推進 
31      48 保育体験活動の推進 42 

5 幼保一体化の推進 31      49 
母子保健事業を通じた子どもを生み育てることの意

識の啓発 
42 

6 一時預かり事業の実施 32 
 

  
 

50 確かな学力の向上に向けた指導体制の充実 42 

7 
ショートステイ事業(短期入所生活援助事業)の

実施 
32      51 豊かな心の育成 42 

8 放課後の子どもの居場所づくり 32 34 36 
 

52 健やかな体の育成    42 

9 児童館の充実 32 34 36 
 

53 相談活動の充実 43 

10 地域子育て支援拠点事業の充実 32     
 

54 信頼される学校づくり 43 

11 実費徴収に係る補足給付を行う事業の実施 32     
 

55 基本的な生活習慣の確立や健康づくりの推進 43 

12 多様な事業者の参入促進・能力活用事業の実施 32     
 

56 学校における防犯・救急処置・安全管理体制の確保 43 

13 療育支援訪問事業の充実 33 45   
 

57 幼児教育の推進 43 

14 子育てに関する情報提供の充実 33     
 

58 教育・保育の一体的提供の推進 43 

15 PTA連合会補助事業の実施 33     
 

59 家庭教育の推進 44 

16 子育て支援ネットワークづくりの推進 33 36   
 

60 地域の教育力の向上 44 

17 
子育て援助活動支援事業(ファミリー・サポー

ト・センター事業)の実施 
33      61 

子どもの人権や児童虐待防止に関する啓発活動の推

進 
45 

18 祖父母世代への子育て情報・学習機会の提供 33 44    62 
子育てに関する正しい知識の普及と虐待の早期発見

の推進 
45 

19 
認定こども園地域活動事業の推進(世代間交

流・異年齢児交流等) 
34      63 

小学生や保護者を対象とした児童虐待・いじめ等の暴

力防止教育の充実 
45 

20 民生委員・児童委員の活動支援 34     
 

64 こども支援地域協議会による支援の推進 45 

21 子どもを対象とした相談体制の充実 34 36    65 
ドメスティックバイオレンス(DV)防止に関する啓発

と被害者への支援 
45 

22 青少年健全育成協議会による活動の推進 34     
 

66 障がいに関する正しい知識の普及 46 

23 子育て家庭への経済的支援 34 36   
 

67 障がいの早期発見・早期対応 46 

24 育児・介護休業制度の普及・啓発 35     
 

68 自立支援及び地域生活支援の推進 46 

25 男女共同参画意識の啓発 35 42   
 

69 障害児通所支援の推進 46 

26 仕事と生活の調和のための意識啓発 35     
 

70 障がい児相談支援 47 

27 子どもはくぐみ医療費の助成 36 41   
 

71 教育環境の充実 47 

28 生活安定に向けた自立支援の充実 36 46   
 

72 特別支援連携協議会による支援の推進 47 

29 経済的支援による自立支援の推進 37 46   
 

73 特別児童扶養手当、特別障害者手当の支給 47 

30 相談体制の充実 37 46    74 
公共施設等の子ども及び親子連れに配慮した施設機

能の充実 
48 

31 母子健康手帳の交付 38 
 

  
 

75 鉄道駅等の旅客施設、バス車両等のバリアフリー化 48 

32 妊婦健康診査受診票の交付 38     
 

76 交通安全に関する意識の啓発 48 

33 産前・産後サポート、産後ケア事業の充実 38      77 
チャイルドシートの貸与及び購入補助金交付事業の

推進 
48 

34 新生児訪問(乳児家庭全戸訪問事業等)の充実 38     
 

78 交通安全教育の推進    48 

35 母子健康相談の充実 38     
 

79 交通安全施設等の推進 48 

36 乳幼児健康診査の充実 38     
 

80 地域防犯活動の推進 49 

37 予防接種の実施 38     
 

81 防犯講習の実施 49 

38 乳幼児期からの健康相談・指導の充実 39     
 

82 「子どもたちの安全を守る家」事業の推進  49 

39 子どもの事故予防の推進 39     
 

83 安心メール配信の実施検討 49 

40 食に関する学習機会の充実 40     
 

84 情報モラル教育の推進 49 

41 認定こども園における食育の推進 40     
 

85 子どもに配慮した防災対策の推進 49 

42 小中学校における食育の推進 40     
 

86 利用者支援事業の実施 33 

43 心の健康支援 41     
 

87 ヤングケアラーへの支援 37 

44 
未成年者の喫煙及び飲酒、薬物乱用の害につい

ての理解促進 
41   
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５ 量の見込み一覧 

本町のこども園の利用者数の提供見込量は、推計児童人口にニーズ調査結果から得た利用

意向率を乗じて算出します。町内に居住する子どもの教育・保育の見込量は、以下のとおり

です。 

 

＜教育・保育給付対象事業＞ 

  
令和 
２年度 

令和 
3 年度 

令和 
4 年度 

令和 
5 年度 

令和 
6 年度 

１号認定子ども（３歳以上保育の必要性なし） 4 4 4 4 4 

２号認定子ども（３～５歳、幼稚園の利用希望が強い） 0 0 0 0 0 

２号認定子ども（３～５歳、保育園等利用希望者） 90 88 90 86 83 

３号認定子ども（０歳） 9 8 9 8 8 

３号認定子ども（１・２歳） 34 34 31 31 31 

 

※３号認定子どもについては、ニーズ調査結果の育休取得率も踏まえて算出。 

 

 

＜地域子ども・子育て支援事業＞ 

  
令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

利用者支援事業【単位：か所】 1 1 1 1 1 

地域子育て支援拠点事業【単位：延組/月】 186 183 181 174 170 

妊婦健康診査【単位：延件/年】 364 392 364 336 308 

乳児家庭全戸訪問事業【単位：人/年】 28 26 28 26 24 

養育支援訪問事業等【単位：人/年】 6 6 6 8 5 8 5 

子育て短期支援事業【単位：延人/年】 0 0 0 0 0 

ファミリー・サポート・センター事業【単位：延件/年】 0 0 0 0 0 

一時預かり事業（1号認定対象）【単位：延人/年】※１ 0 0 0 0 0 

一時預かり事業（２号認定対象）【単位：延人/年】※1 0 0 0 0 0 

一時預かり事業（未就園児対象）【単位：延人/年】 291 285 282 272 264 

延長保育事業【単位：人】 4 4 4 4 4 

病児保育事業【単位：延人/年】 3 3 3 3 3 

 小学１年生 3  4  3  3  3  

 小学２年生 3  3  4  3  3  

 小学３年生 3  3  3  4  3  

放課後児童クラブ※２ 小学４年生 3  2  2  2  3  

 小学５年生 2  3  2  2  2  

 小学６年生 2  2  3  2  2  

 低学年 計 9 10 10 10 9 

 高学年 計 7 7 7 6 7 

 合計 16 17 17 16 16 

 

※１：こども園短時間児の預かり保育希望者の量の見込み。 

※２：１～３年生は、ニーズ調査問 19 で、「放課後児童クラブ」と回答した割合 9.4%を推計人口に乗じて算出。

４～６年生は、ニーズ調査問 20 で、「放課後児童クラブ」と回答した割合 6.3%を推計人口に乗じて算出。 
 
 

 

 

 

 

 

 

56 



 

第３節 地域子ども・子育て支援事業の見込量と確保方策 

１ 利用者支援事業 

子どもや保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の利用につい

て情報収集を行うとともに、それらの利用に当たっての相談に応じ、必要な助言を行い、関

係機関等との連絡調整等を実施する事業です。 

本町では、令和３年３月に開設した子育て世代包括支援センター「まんまる」において、

妊娠期から子育て期を安心して過ごせるようサポートをしていきます。子育てに関する相談

事業はすでに各施設や福祉課窓口等で実施されており、計画期間中に国基準の事業としては

実施しませんが、利用者が適切な施設や事業等を円滑に利用できるよう支援に努めていきま

す。 

 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み（か所） 1 1 1 1 1 

確保
方策 

基本型・特定型（か所） 0 0 0 0 0 

母子保健型（か所） 1 0 １ 0 1 0 1 0 1 0 

その他（か所） 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 

 

２ 地域子育て支援拠点事業 

乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、情報提供などを身近な場所で実施する事

業です。本町では、地域交流支援センターにて「ももほっぺ」として実施しています。現在

の事業を継続していきます。 

 
※量の見込みは、これまでの実績平均から算出。 

※端数処理の関係から、年延人日と月延人日が一致しないことがある。 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み（延人日／月） 186 183 181 174 170 

量の見込み（延人日／年） 2,230  2,196  2,173  2,093  2,036  

確保方策（か所） 1 1 1 1 1 
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３ 妊婦健康診査 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実

施する事業で、妊婦健康診査にかかる費用を回数 14回で助成しています。平成 30年度の

年間延べ利用者件数は、357件でした。安全で安心な出産のために、引き続きすべての健診

について助成を推進していきます。 

 

※量の見込みは、妊婦健診を 14 回受診するとし、将来の推計０歳児数を乗じて推計。 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み（人回） 364 392 364 336 308 

確保方策（人回） 364 392 364 336 308 

 

 

４ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

新生児がいる全家庭を保健師が訪問し、新生児の発育発達の確認や、子育て支援に関する

情報提供や相談を行います。平成 30年度の年間延べ件数は 34件でした。今後も、新生児

のいる全家庭に対し、実施していきます。 

 

※量の見込みは、将来の推計０歳児数。 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み（人） 28 26 28 26 24 

確保方策（人） 28 26 28 26 24 

 

５ 養育支援訪問事業等 

養育支援が特に必要な家庭を訪問して、養育に関する指導や助言を行い、保護者の養育能

力を向上させるための相談支援などを行う事業です。 

本町では、支援が必要な家庭に対し、保健師の継続訪問により相談等の支援を実施してお

り、平成 30年度の年間延べ件数は６世帯 18件でした。引き続き支援が必要な家庭に対し、

実施していきます。 

 

※量の見込みは、これまでの実績の平均値から推計。 

 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

量の見込み（人） 6 6 6 8 5 8 5 

確保方策（人） 6 6 6 8 5 8 5 
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